
「外国人材を活用した農業労働力確保モデル構築事業」
の委託に関する企画提案募集要領

農の雇用・労力支援推進協議会（以下「協議会」という。）が実施する「外国人材を活
用した農業労働力確保モデル構築事業」（以下「本事業」という。）に係る委託先事業者
の選定に当たり、この要領に基づき企画提案募集を行う。

１ 事業の目的
本県農業現場においては、恒常的に人材が不足し、特に施設園芸等では、収穫期等

短期間の労働力確保が非常に困難となっており、規模拡大等が進まない一因となって
いる。
一方、農業現場における外国人労働者は増加しており、新たな受入れ制度が始まっ

たことから、今後さらなる外国人労働者の活躍が期待されているところである。
このため、県内の農業現場において、新たな受入れ制度等を活用し、農業者等が労

働力を必要とする農繁期に外国人材を活用する労働力確保モデルを実証することによ
り、新たな労働力確保体制を構築することを目的とする。

２ 事業の概要
別紙「外国人材を活用した農業労働力確保モデル構築事業に関する業務仕様書」の

とおり。

３ 委託期間
契約締結の日から令和２年３月３１日まで

４ 見積額の上限
９５０，０００円（消費税及び地方消費税額を含む。）

５ 参加資格要件
(1) 応募者の資格要件

企画提案に参加できる者は、次のすべての要件を満たすものとする。
① 出入国管理及び難民認定法に基づく登録支援機関の登録を行っている者又は
申請中の者。

② 県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）の滞納がないこと。
③ 会社更生法（平成14年法律第154号）の規定に基づく更生手続開始の申立て、
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立ての事実
がある者にあっては、当該申立てに基づく更生手続開始の決定又は再生手続開
始の決定を受けていること。
④ 企画書等の提出時点において、国及び地方自治体から指名停止の措置を受け
ていないこと。
⑤ 事業を実施する主体の構成員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴
力団」という。）若しくは同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」と
いう。）でない者又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有しない者である
こと。

(2) 複数の団体による共同応募（グループ応募）の場合
複数の団体でグループを構成して応募する場合（以下「グループ応募」という。）

は、次の事項について留意すること。
① 適切なグループ名称を設定し、代表となる団体及び代表者を選出すること。
② 代表となる団体は、(1)の①～⑤の要件を、その他の構成団体は(1)の③～⑤
の要件を満たすこと。
③ グループの構成団体は、別のグループ応募の構成団体となり又は単独で応募
することはできない。



６ 企画提案書等の提出
(1) 提出資料
① 企画提案書
(ｱ) 企画提案書の表紙は、別紙１（Ａ４サイズ）とする。
(ｲ) 表紙以外は、Ａ４サイズで任意様式とする。
(ｳ) ページ番号は表紙及び目次を除いて通し番号とし、各ページの下部中央に記
載すること。

(ｴ) 仕様書の趣旨を踏まえ、分かりやすい表現で具体的に作成すること。
(ｵ) 次の事項全てについて必ず記載すること。
・ 本業務の組織運営体制
・ 本業務に類似した業務実績
・ 本業務のスケジュール

② 見積書
(ｱ) Ａ４サイズで任意様式とする。
(ｲ) 盛り込むべき内容
・本事業の履行に要する経費をすべて盛り込み、見積額の上限（４「見積額の
上限」を参照）の範囲内で見積もること。

・事業の内容及びそれに伴う経費をできるだけ具体的に明記すること。
・数量、単価等、積算根拠についても明らかにすること。

③ 添付資料
・定款又は規約の写し
・直近の決算書の写し
・就業規則の写し又はこれに代わるもの
・納税証明書（個人県民税及び地方消費税を除く。）
※事業所所在地の県税・総務事務所で取得すること。

④ その他の書類
会社概要や本事業の実施に関して参考となる資料があれば、提出すること。

(2) 提出方法
① 提出部数

正本１部、副本（コピー）８部
② 提出期限
(ｱ) 持参する場合

令和元年８月２９日（木）の午後５時までに下記事務局に提出すること。
(ｲ) 郵送する場合

郵送用封筒に「企画提案書等在中」の旨を朱書きして、令和元年８月２９日
（木）までに下記提出先に到達するように送付すること。

③ 提出先
〒８８０－８５０１ 宮崎市橘通東２丁目１０番１号 宮崎県庁１号館３階
農の雇用・労力支援推進協議会 事務局 竹松、小島
（宮崎県農政水産部農業経営支援課 農業担い手対策室 担い手担当）

(3) 留意事項
① 提案書等は提案者１者につき１提案のみ受け付けるものとし、提出後の書換え、
引換え及び撤回は認めないものとする。また、提出された書類は返還しないもの
とする。

② 虚偽の記載をした提案書等は、無効とする。
③ 委託契約額の上限を超える提案書等は、無効とする。
④ 参加資格要件を満たさない者又は委託先事業者を選定するまでの間に参加資格
要件を満たさなくなった者が提出した提案書等は、無効とする。

⑤ 提案書等の作成及び提出に係る費用は、提案者の負担とする。



７ 審査の実施
(1) 審査

審査は、提出された提案書等について行い、下記の点を総合的に勘案して、契約
の相手方を決定するものとする。
・ 本事業の実施に必要な組織運営体制
・ 本事業に類似した業務実績の有無
・ 企画内容
・ 見積金額（費用積算内訳）

(2) 審査結果通知
審査の結果は、全ての提案者に対し文書で通知するものとする。

８ 契約の締結
(1) 契約締結の手続について
① 審査の結果、契約の相手方を決定したときは、協議会は契約の相手方から見積
書を徴取し、予定価格の範囲内であることを確認し、契約書を取り交わすものと
する。

② 契約に係る業務委託契約書は、契約の相手方が提出した企画提案書等をもとに
作成するが、本事業の目的達成のために必要と認められる場合には、協議会と契
約の相手方との協議により、提案内容を一部変更した上で、業務委託契約書を作
成することがある。

(2) 委託費の支払いについて
概算払とする。

９ 企画提案募集に関する質問の受付及び回答
(1) 本事業の内容など企画提案募集に関する質問は、質問票（別紙２）により、下記
担当課宛にファクシミリ又は電子メールで、令和元年８月１６日（金）午後５時ま
でに提出すること。

(2) 回答は、その都度、質問事項を提出した者にファクシミリ又は電子メールにて回
答するものとする。
なお、協議会が応募者全員に了知すべきと判断した質問及び回答の内容について

は、協議会ホームページにその内容を掲載する。

10 ヒアリングの実施
事業実施者を選定するに当たり、応募者に対するヒアリングを実施する。

(1) 日時
令和元年９月３日（火）午前
※ 開始時間は、８月３０日（金）に電話でお伝えします。
（企画提案書（別紙１）に記載された電話番号に連絡します。その他の番号へ
の連絡が必要な場合は、事前にその旨御連絡ください。）

(2) 場所
宮崎県庁１号館２階農政水産部第２会議室
（控え室：宮崎県庁１号館３階農業経営支援課分室）

11 スケジュール（予定）
(1) 実施公告 令和元年８月 ８日（木）
(2) 質問受付期限 令和元年８月１６日（金）午後５時まで
(3) 企画書等の提出期限 令和元年８月２９日（木）午後５時まで
(4) 公募団体ヒアリング 令和元年９月 ３日（火）午前
(5) 審査結果通知 令和元年９月 ６日（金）



12 担当課（書類の提出先及び問い合わせ先）
〒８８０－８５０１ 宮崎市橘通東２丁目１０番１号
農の雇用・労力支援推進協議会 事務局 竹松、小島
（宮崎県農政水産部農業経営支援課農業担い手対策室 担い手担当）
電 話 ０９８５－２６－７１２４
ＦＡＸ ０９８５－２６－７３２５
Ｅ-mail nogyoninaite@pref.miyazaki.lg.jp

mailto:chiikinogyosuishin@pref.miyazaki.lg.jp

